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〈編集後記〉 

2021 年最後の月報は、地域研究の投稿が２本あった。 

１つ目の河藤の論考は、ライフスタイルの多様化・個性化、働き方改革、DX の普及という社

会構造改革の潮流が相互に密接に関わっていることを踏まえて、地方圏の地域活性化のあり様

について検討したものである。長野県上伊那郡辰野町で取り組まれている社会的価値創造に向

けた産業政策の分析や民間事業者への調査分析の結果、社会構造改革の潮流を見据え、行政と

民間事業者との連携によって相乗効果が生み出される場合があると確認している。 

２つ目の福島の論考は、大阪市釜ヶ崎（旧あいりん地区）という貧困地域を対象に分析し、

住民サイドの視点に立った総合的な地域政策の可能性を模索している。釜ヶ崎は、住民の約三

分の一が生活保護受給者であり、大阪市としてもさまざまな施策を実施している。また、彼ら

を支援する地域住民や商店主、ソーシャルワーカーらがボトムアップ型のまちづくりも展開し

ている。論考では、西成特区構想の実態や生活困窮者支援の生活課題を分析し、住宅政策や福

祉政策を一体化した「居住福祉」の重要性を指摘している。 

新型コロナウイルス感染症による経済活動や暮らしへの影響は、対象が限定的かつ深刻化し

ているとの指摘もある。２つの論考は、異なるエリア、異なる対象を分析したものであるが、

いずれも、この感染症によってより脆弱な状況になりやすい部分を、地域資源を活用して新た

な価値や方法を模索している点は共通している。新型コロナウイルス感染症の確認から２年以

上を経つ中で、３つの社会構造改革によって大きく社会条件が変化している。人々の貧困・格

差を是正する方法や地方圏の地域活性化の方法を模索することは、ウイズコロナ／アフターコ

ロナ時代の経済・社会・暮らしの青写真を描くことにもつながるといえよう。 
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